
［事案 24-12］ 契約無効確認・既払込保険料返還請求  

・平成 24年７月 27日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

手術給付金を請求しところ、手術ではなく検査であることを理由に支払われなかったと

して、保険会社の偽計を理由に、契約の取消しと払込んだ保険料と受領済の入院給付金の

差額の返還を求めて、申立てがあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 23年８月に加入した引受基準緩和型医療保険について、本契約のウェブサイト上の

告知に関する記載欄において、手術にはカテーテルを含む旨の記載があったが、カテーテ

ルによる冠動脈造影を受け、手術給付金を請求したところ、医師の診断書においても手術

と明記してあるにも拘わらず、保険会社は手術ではなく検査であることを理由に手術給付

金を支払わない。ウェブサイト上と約款とで巧みに表現を変えて給付金を支払わないのは

偽計であるので、契約を取消して、支払済保険料と受領済の入院給付金との差額を返還し

てほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

下記の理由により、申立人の請求に応ずることはできない。 

(1)ウェブサイト上の告知に関する欄は、本契約の加入要件を自己チェックする際の手術の

内容について説明したものであり、支払事由を記載したものではない。 

(2)約款上、手術給付金の支払対象となる手術は治療を直接の目的とした手術とされている

が、申立人の受けたカテーテル手術は診療報酬上「検査」とされており、主治医も検査

が目的である旨述べている。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、申立人が保険会社のウェブサイト上の記載を偽計であると主張してい

ることから、詐欺による取消し(民法 96条１項)を主張しているものと解し、当事者から提

出された申立書、答弁書等の書面の内容にもとづき審理した結果、下記の理由により申立

内容は認められないことから、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務規程」第 37

条にもとづき、裁定書をもってその理由を明らかにして裁定手続を終了した。 

(1)ウェブサイト上の記載は「最近３カ月以内に手術等を受けたことがあるか」を問う質問

項目における「手術」にカテーテルによる手術等が含まれるものであることを明示する

趣旨であることは明らかであり、カテーテルを使用した全ての医療措置が手術である、

と解釈できるものではない。よって、保険会社がカテーテルは全て手術であると称して

契約者を誘い込んでいるとの事実は認められず、詐欺は成立しない。 

(2)申立人は、ウェブサイト上の告知事項の手術の説明において手術の定義に何らの制限も

掛けられていないのに対し、保険会社の約款においては「検査・処置は含まない」とし

て手術の定義に制限をかけている点をもって偽計であると主張していると解釈できる

が、約款の文言はその条項の内容を適切に反映して厳格に定義づけられ、客観的一義的



に解釈可能なものである必要があり、保険会社が約款上使用する文言に一定の制限をか

けた定義をしたとしても、格別問題があるものではなく、保険会社の行為が偽計である

と判断することはできない。 

【参考】 

  民法 96条（詐欺又は強迫）    

   詐欺又は強迫による意思表示は、取り消すことができる。 

 

 


